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リアルデータの利活⽤の重要性
 第４次産業⾰命では、「データ」の利活⽤が付加価値の源泉に。

バーチャルデータ
Web（検索等）、SNSなどのネット空間での活動から⽣じるデータ
→海外のIT企業がプラットフォームを⽀配（グーグル、アマゾン、アップル等）

リアルデータ
健康情報、⾛⾏データ、⼯場設備の稼働データ等、個⼈・企業の実世界

での活動についてセンサー等により取得されるデータ
→うまく対応すれば、⽇本でプラットフォームを獲得できる可能性

リアルデータには、各企業の競争上の機密となるデータと、協調してビッグデー
タ化する⽅がメリットが⼤きいデータとが存在。
「協調領域」と｢競争領域｣を峻別し、事務所・企業・系列の枠を超えてデータを
共有・活⽤する 「プラットフォーム」の形成が鍵。

第⼀幕

第⼆幕
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（参考）データの利活⽤のための基本的なサイクル

基本サイクル全体を⼀体的に提供するビジネスモデルを確⽴

データの
取得

データの
やり取り・通信

実⽤化

ＡＩ等を⽤いた分析

社会実装
産業化

1

24

5

3
６

(ビッグデータ化等)
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データの利活⽤のための⽇本の強み・弱み
強み：ハード⾯（①⑤）
弱み：ソフト⾯（②③④）、ハード⾯とソフト⾯を⼀体的に接続する発想と仕組み

基本サイクル全体を⼀体的に提供するビジネスモデルを確⽴

☆ロボット、センサ等の世界シェア
☆質の⾼い教師データ
（現場の暗黙知）
★モバイルOS、デバイスなどの世界
シェア

☆世界最先端の⾼速データ
通信網

★データセンターの維持管理費

☆ローカルなビッグデータ(医療、交通など)
★データ共有、交換の動き

☆スーパーコンピューター技術
★⼈⼯知能技術開発とその活⽤
★ソフトウェア製品開発
★数理・医療分野等の基礎研究
★データサイエンティスト、セキュリティ⼈材等

☆少⼦⾼齢化のトップランナー
☆⾃動⾞などの市場シェア
☆⾼品質なモノを理解・評価できる

消費者
★3Dプリンタ技術及び活⽤の限定

データの
取得

データの
やり取り・通信

実⽤化

ＡＩ等を⽤いた
分析

社会実装
産業化

1

24

5

3

６

★新たなビジネスを促進する規制制度など
★産業再編の規模、スピード
★個社毎に作り込んだシステムのレガシーコスト化

データサイクル 星取表
☆強み ★弱み

(ビッグデータ化等)
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公共サービス（含む行政）

農業

メディア・コンテンツ

教育サービス

スマートハウス、スマートコミュニティ
エネルギーインフラ

医療・健康

金融

流通・小売・物流

ものづくり革新

（参考）主要領域別の経済価値

 主なシンクタンクは、製造、流通・⼩売・物流、⾦融、医療・健康、公共サービスといった
領域で IoTのインパクトが⼤きいと試算している。

※モビリティ（自動走行等） 0.9

（2025年時点のIoTの経済価値）

（ 出所：Cisco,McKinsey レポートを基に経済産業省分類・統合）

【IoTが付加する領域別経済価値（グローバルベース）】
（2013-2022でIoTが創出する経済価値の累計）

（兆㌦）

【※経済価値】
IoTサプライヤーの売上増加だけでなく、IoTを導⼊する企業
において、オペレーション効率化等を通じて実現されるコスト
削減効果やマーケティング⾼度化に伴う売上増加等の
ユーザー側の経済効果も含めた全体的な効果 4
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第4次産業⾰命によって実現される社会ニーズ

健康を維持し、
⾼齢者を⽀える

効率的にシェアする効果的に学ぶ

娯楽を楽しむ

簡単に借りる、資産運⽤する

スマートに暮らす

安⼼・安全に過ごす

我が国そして世界が抱える
社会的・構造的課題

 少⼦⾼齢化
 地⽅経済・コミュニティの疲弊
 エネルギー・環境制約
 ⾷糧問題
 ⽔問題
 その他

便利なインフラを使う

スマートに⼿に⼊れる

安全に移動する
移動時間を有効活⽤する

ＡＩ等の技術⾰新・データ利活⽤により、今までは対応しきれなかった「社会的・構造的
課題＝顧客の真のニーズ」に対応可能に。

 グローバルに広がるこの新たなフロンティアを誰が発掘・獲得するかの競争へ。



（１）「移動」に関連する産業群の広がりと雇⽤影響
 社会ニーズに対応する新たなバリューチェーン・産業群が次々と出現する可能性。
 例えば、⾃動⾛⾏技術やドローン技術の進展を軸に、新たなサービス・製品が⽣まれ、

様々な産業・雇⽤に影響を与えていく。

…

…

①隊列⾛⾏

⑦24h無⼈物
流（含公道）

⑧無⼈交
通サービス

⑩完全⾃動
⾃家⽤⾞新たに

⽣まれる
機能・価値

①隊列⾛⾏

④24h無⼈
産業利⽤

⑤⾞内時間
活⽤サービス
（教養・娯楽）

③広告②ドローン
荷物配送

①隊列⾛⾏

④24h無⼈
産業利⽤

⑤⾞内時間
活⽤サービス
（教養・娯楽）

③広告

関連
産業

（例）

②ドローン
無⼈物流
（⼀部）

②ドローン無
⼈物流拡充

⑨シェアリング
サービスの拡⼤

レベル2/3：部分⾃動⾛
⾏（運転者の⽀援* ）

レベル4：完全⾃動⾛⾏**
（⾼速等限定空間）

レベル4：完全⾃動⾛⾏（⼀
般/⾼速等）

製造（⾃動⾞・同附属品、ドローン）、⾃動⾞整備、道路旅客運送、
道路貨物運送、⼩売、情報通信、・・・等

情報サービス、広告、損害保険、 ・・・等

農林⽔産、⾷料品、卸売、・・・等
*運転中に、運転以外にどの
ような作業が許容されるかに
応じて、③広告や⑤⾞内時
間活⽤サービスが⽴ち上が
る。

**⼈⼿を介さずに可能と
なる作業の範囲拡⼤に
応じて、様々な産業での
無⼈化が進展

⑥⾃動⾞保険
価格の低減 ⑥⾃動⾞保険

価格の低減

雇⽤
影響

（例）

• ①②物流業等の労
働需給の改善
【貨物⾃動⾞運転者の
求⼈超過約4万】

• ④物流業だけでなく農業等幅
広い産業で労働需給の改善

• ③⑤⑥新たなサービス創造に
よる雇⽤の創出

• ⑦⑧⑨運転関連における⼤幅
な雇⽤構造の変化

• ③⑤⑨新たなサービス創造によ
る、更なる雇⽤の創出

…

2018年〜 2030年頃
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「移動」将来像の広がりと社会への影響（光と影）

7
出所：第3回新産業構造部会 アクセンチュア程⽒プレゼン資料、⽇本⾃動⾞⼯業界「豊かな⾞社会の実現に向けて」、内閣府「平成25年度 交通事故の状況及び交通安全
施策の現況」、経済産業省「買物弱者等に関する報告書」、国⼟交通省「運輸部⾨における⼆酸化炭素排出量」、国⼟交通省「基礎的な交通実体調査結果」 、国⼟交通省
「離島の現状について」、U.S. EIA、

国内

海外

個⼈ 社会

○移動困難者の解消
【「買物弱者」700万⼈、免許⾮保有者約4千万⼈】

○離島等における⽣活必需品流通の改善
【全部離島の⼈⼝31.9万⼈】

○交通事故が減り、より安全に移動
【事故死亡者4117⼈（2015年）】
【事故による経済的損失額は6.3兆円（2009年）】

○通勤時間の有効活⽤により、働き⽅が⾃由に
【⾃動⾞通勤平均所要時間は⽚道約20分前後】

●雇⽤構造の変化に伴い、新たなスキル習得の必
要性、場合によっては労働移動の必要性が拡⼤

○⼀般道や⾼速での円滑な交通の流れが実現し、
CO2等の環境負担が減少
【渋滞により年間33億⼈・時間、10兆円の経済損失】
【国内運輸部⾨のCO2排出量2.2億トン（全体の
17%】

○災害時の物資輸送等の緊急対応が迅速化

●交通システムやドローン官制システムがデータ接合
されて統合管理されることで、不具合時のリスクの
規模が⾶躍的に増⼤

●労働市場、雇⽤制度、社会保障制度等の在り
⽅を取り巻く環境も変化

○【免許⾮保有者約60億⼈】

○【事故死亡者125万⼈】
【経済的損失は千億ドル超（特に新興国でGNPの1-
2%の損失）】

○【交通部⾨は世界エネルギー消費量103兆Btu（全体
の20%）】

 産業・雇⽤の影響の広がりと同時に、国内外で様々な社会への影響が⽣ずる。



第4次産業⾰命
における再編の軸

幅広い「移動」ニーズの充⾜に向けた複数の経路
 従来の業種別産業から、社会ニーズに合わせた産業に変⾰される可能性。

（例：⾃動⾞製造業→移動スマートサービス業）
 これに伴い、同業同⼠の再編から、全く別の産業との再編の可能性も。結果、産業構造の⼤幅な転換へ。

⾃動
で、安
全に⾃
由に安
価に「移

動」

代
替

ヒトの
移動

モノの
移動

○⾃動⾞製造
○ドローン製造
○情報サービス

○交通事業
（バス・タクシー等）

○シェアリング
事業者

○物流事業
（トラック・鉄道・

ドローン等）

ライドシェアリング

無⼈交通サービス

完全⾃動⾛⾏⾃動⾞・ドローン

更なるシェアリング拡充

現在 2030年頃

隊列⾛⾏

完全無⼈物流
ラストワンマイル
配送ドローン 幹線輸送ドローン

無⼈トラック

補
完

限定空間の無⼈
交通サービス

移動
⼿段
提供者

事業主体 2018年〜

①段階的に⾃動⾛⾏レベルを
上げていく漸進的アプローチ

②完全⾃動⾛⾏の実現を
優先する破壊的アプローチ

従来の
再編の軸

8※官⺠ITS構想・ロードマップ2015において、試⽤時期は2020年代後半以降とされている。
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（２）「スマートに暮らす」に関連する産業群の広がりと雇⽤影響

製造（電機、住宅、住宅設備）、電気・ガス・⽔道（⼩売）、・・・等

新たに
⽣まれる
機能・価値

関連する
産業

（例）

レベル4（データの相互利活⽤）

電気・ガス（⼩売）、電気機械器具製造、建設・不動産賃貸（住宅）、・・・等

製造（蓄電池、EV）、情報サービス（アグリゲータビジネス、ネガワット取引）・・・等
⼩売、広告、警備、道路貨物運送、医療・介護・・・等

住宅・⽣活関連産業全般に影響拡⼤警備サービスや、⾃動
注⽂等の先⾏
EV蓄電の利活⽤や節
電ポイント等の先⾏

スマートメータ（全⼾設置
2024年）情報の利活⽤の
先⾏

①広域電⼒の
需給制御

①広域電⼒の
需給制御

①広域電⼒の
需給制御

①広域電⼒の
需給制御

④ の系統
利⽤（蓄電）
④EVの系統

利⽤（蓄電）
③節電への
インセンティブ
③節電への
インセンティブ

①広域電⼒の
需給制御

①広域電⼒の
需給制御

③節電への
インセンティブ
③節電への
インセンティブ

④EVの系統
利⽤（蓄電）
④EVの系統

利⽤（蓄電）

⑤

⑨

⑧設備監視・保安⑧設備監視・保安

⑦

⑥家庭間電⼒融通
（パリティ達成による）
⑥家庭間電⼒融通
（パリティ達成による）

①機器使⽤の①機器使⽤の
⾒える化

マイゼーション化
⑦マスカスタ

マイゼーション化④健康サービスと
医療連携

④健康サービスと
医療連携

①

②エネルギー

⾒える化

②エネルギー
利⽤の

⾒える化

②⾼度な⾒守り②⾼度な⾒守り

レベル3（機器等の連携拡⼤）レベル1/2（現状）

雇⽤
影響

（例）

• ①/②検針員省⼈化
• ①修理・メンテナンス、
リコール対応等の省
⼈化

• ③/④新たなサービス創造（ア
グリゲーター等）、製品需要増
（EV等）による雇⽤増

• ③不在時宅配の減少による物
流雇⽤の需給改善

• ⑤⑥⑦⑧⑨/⑦⑧新たなサービス創造による、
更なる雇⽤の創出

エネルギー
スマートハウス

⑥個々の⽣活に⑥個々の⽣活に
最適な広告

②⾒える化②⾒える化

⑧データプラットフォーム上
で様々なサービス提供

⑧データプラットフォーム上
で様々なサービス提供

②⾒守り

③宅配効率化
（不在情報活⽤）
③宅配効率化

（不在情報活⽤）

④健康情報④健康情報
サービス

① ②⾒える化②⾒える化

⑤⼩売（買物）
の⾃律的効率化
⑤⼩売（買物）
の⾃律的効率化

③地域の物流効率化
（予測の⾼度化）

③地域の物流効率化
（予測の⾼度化）

現在 2020年代半ば頃

 住まいにおけるリアルデータの利活⽤により、幅広い新サービス・製品が⽣み出され、様々
な産業・雇⽤に影響を与えていく。

⑤⼩売（買物）
の⼀部⾃律化

⑤⼩売（買物）
の⼀部⾃律化

⑥機器等と広告⑥機器等と広告
の融合
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「スマートに暮らす」 将来像の広がりと社会への影響（光と影）

国内

海外

個⼈ 社会
○環境に優しく、スマートな⽣活の実現

【住宅⽤太陽光発電導⼊量(累計)865万kW】

○洗濯・掃除等の家事負担が減り、共働きがより
容易に
【⼥性の結婚後の就業率65.3%、出産後の就業率
23.1%】

○⾒守りによる独居⾼齢者問題の解消
【東京23区内における⼀⼈暮らしで65歳以上の⼈の
⾃宅での死亡者数：2,869⼈】

○家庭内での事故死の減少（ヒートショック等）
【家庭における不慮の事故死者数：1.4万⼈】

●住宅環境データ流出による犯罪利⽤のリスク

○3E+S （Energy security, Economic efficiency, 
Environment, Safety）の実現

○家庭部⾨のエネルギー効率が改善
【家庭部⾨のエネルギー利⽤割合：14.4％】

○⽣活需要に合わせた、無駄のない流通が実現。
【⾷品ロス率：3.7％】

○製品の所在地の特定等により、リコール回収率
及び廃家電回収率の向上
【リコール未対策品の重⼤製品事故件数：100件/年】

○災害対応⼒のさらなる向上

●ネットワーク接続拡⼤によるサイバーテロのリスク

○新興国のインフラ未整備地域でのコミュニティ分
散電源による⽣活⽔準の向上
【未電化地域に住む⼈⼝は約12億⼈、世界⼈⼝の
17%（2013年）】

○エネルギー消費の効率化による地球温暖化の抑
制⽬標の実現への貢献
【「2050年までに2度上昇に抑える」⽬標】

○世界のフードロスの削減
【⼗分な⾷事を得られていない⼈⼝：約8億⼈】

出所：農林⽔産省/⾷品ロス統計調査・世帯調査（平成26年度）、資源エネルギー庁「エネルギー⽩書2015」、内閣府「⼥性の継続就業を妨げる壁」、内閣府「平成27年版⾼齢社
会⽩書（全体版）」、厚⽣労働省/⼈⼝動態調査（平成26年度）、REN21「⾃然エネルギー世界⽩書2015」、World Food Programme “Hunger Statistics”、経済産業省
「平成26年度製品安全政策に関する取組状況について」
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「スマートに暮らす」ニーズの充⾜に向けた複数の経路
 家庭内・コミュニティ内の⽣活関連データが統合的に利活⽤され新たな価値創出へ。
 そのプラットフォームを抑えることで競争優位を築き価値の⼤宗を握る事業者が出現する可能性も。

レベル1
（エリア最適）

レベル2
（広域最適）

レベル2ʼ
（需要家リ

ソース利⽤）

レベル3
（柔軟かつ効率的な

エネルギー供給システム）

⼤
規
模
集
中

需
要
地
分
散

→エネルギー・住環境データの統合・
利活⽤による多様な付加価値創出

①集権的アプローチ

②分権的アプローチ

2017年より現在

レベル4
（プラットフォームへの
情報集約とデータの

相互利活⽤）

レベル1
（機器単独で
の⾼度化）

レベル2
（機器等のネットワーク化：
⾒える化、遠隔制御等）

エ
ネ
ル
ギ

レベル1
例：エコキュート、エアコン
等の⾃⼰学習・最適化

レベル２
例：スマートメーターによる

電⼒使⽤量⾒える化

家庭内
エネルギー

レベル３
例：HEMSを通じた
複数機器の制御

レベル3
（他の製品・サービスと
の連携による⾼度化）

企業間連携や
データ利活⽤、

プラットフォーム化
にハードルあり…

⼩売
健康・予防
物流

スマートハウスでは、機器・サービスごとに様々な⾼度化が図られ、プラットフォーム
に統合 ⇒ 各分野（⼩売、健康等）の⾼度化・課題解決が進展

家電、
住宅設備
等の機器

ス
マ

ト
ハ
ウ
ス

2020年代半ば頃

第
4
次
産
業
⾰
命
に
お
け
る
再
編
の
軸
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（３）①「健康を維持する」に関連する産業群の広がりと雇⽤影響

製造（⾷品、化粧品、住宅設備）、
⾦融（保険）、 ・・・

④受診勧奨

⑥⽣活習慣リ
スクを勘案した

保険

レベル1：根本的な
ニーズの把握、質の
⾼いデータの収集

レベル2：健康・症状の関連性をふ
まえ、健康増進・予防の⾏動変容へ

レベル3：AI等による最適化、
プラットフォーム化

医療機関、娯楽(フィットネス)、製造（健康機器、ウェアラブル、アパレル）、通信、・・・

情報サービス・ソフトウェア、・・・

データクラスター（左記）を
超えてデータ接続が進展し
た産業から先⾏

③健康状態
の⾒える化

⑦「⾒守り」
サービス

⑨個別化創薬
や美容サービス新たに⽣まれる

機能・価値

⑧健康な
街づくり

⑤個別化した
ヘルスケア
サービス

• ④⑤⾼齢者の⾃⽴が進み診療・
介護需要が軽減することで、労働
需給逼迫が緩和（真に診療・介
護が必要な者へのリソース集中が
可能に）

①フィット
ネス情報
の電⼦化

②医療情報
の電⼦化 ④受診勧奨

③健康状態
や⽣活習慣
の⾒える化

2016年度中〜 2030年頃現在

健康関連データとレ
セプト・健康診断・
診療データの統合
等によるクラスター化

③健康状態
の⾒える化

• ⑥⑦⑧⑨⑩個別化した「予
防や早期診断・早期治療」
や新たな関連サービスによる
雇⽤創出へ

⑩個別化栄養
指導サービス

①更に⾼度な
フィットネス
サービス

関連
する
産業

（例）

雇⽤
影響

（例）

①予防と連動
するフィットネ
スサービス

②医療情報
の電⼦化

②医療情報
の電⼦化

⑤個別化した
ヘルスケア
サービス
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（３）②「⾼齢者を⽀える」に関連する産業群の広がりと雇⽤影響

⾒守り
サービス

新たに⽣まれる
機能・価値

介護データ
電⼦化

①間接業務の効率化 ②直接業務の負荷軽減 ③直接業務の効率化（ロボット
等による介護）

情報通信、光学機械器具、不動産、建設(住宅) ・・・等

製造業（ロボット）、医療⽤機械器具・・・等

情報サービス業・・・等直接業務の効率化

直接業務の負荷軽減

個別最適なプ
ランニング ⾒守り

サービス
介護データ

電⼦化

個別最適なプ
ランニング

移乗⽀援
機器（介護者）

移乗⽀援
機器（被介

護者）

排泄⽀援
機器

⾒守り
サービス介護データ

電⼦化

個別最適なプ
ランニング

排泄⽀援
機器

コミュニ
ケーション
ロボット

移動⽀援
サービス

摂⾷サービス

• ⾒守りセンサーの活⽤・ケ
ア記録の電⼦化により、
介護職員の労働時間効
率化が⾒込まれる

• 排泄⽀援機器導⼊により、介
護職員の労働時間効率化が⾒
込まれる

• ロボット活⽤による介護職員の
負荷軽減により、介護職員の
離職抑制が⾒込まれる

• ロボット等が直接介護業務を代
替することで、介護サービスの⽣
産性が抜本的に向上するととも
に、真に⼈の⼿による介護が必
要なサービスにリソースを集中す
ることが可能に

→介護職員不⾜への対応、待遇改善、国⺠負担抑制の原資へ

〜2030年現在

移乗⽀援
機器（被介護

者）
移乗⽀援

機器（介護者）

スマート介護
ハウス

就業⽀援
サービス

関連
する
産業

（例）

雇⽤
影響

（例）
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「健康を維持し、⾼齢者を⽀える」将来像の広がりと社会への影響（光と影）

国内

海外

個⼈ 社会

○平均寿命と健康寿命が伸び、⽣涯現役が
実現(最期まで⾃分らしく⽣きる)
【65歳以上⼈⼝約25％、平均寿命と健康寿命
の差約10年】

○要介護者の⾃⽴／⾃律、社会参画の進展
【⾼齢者のうち⽇常⽣活に影響のある者率：千
⼈対⽐209⼈】

○介護サービスにより在宅で安⼼して最期ま
で暮らせるように
【2035年単⾝世帯⽐率37.7%】

○あるべき医療・介護費負担の実現
【国⺠医療費40兆円、医療費に占める⽣活習
慣病の割合約1/3】

○社会保障費の財政負担圧縮
【⼀般会計歳出の32.7%、医療11.4兆円、介
護2.7兆円】

○介護⼈材需給ギャップの解消
【⼈材需給ギャップ 2025推定31万⼈、2035
年推定68万⼈】

○⽣産性向上を通じた介護職員の待遇改善
【平均給与：全産業324.0千円に対し、福祉施
設介護職員218.9千円】

○健康寿命が延伸し、⼈⼝減少が⾒込まれ
る将来において労働参加が拡⼤

●産業構造が変⾰しなければ、介護難⺠が
拡⼤するおそれ

○平均寿命の延伸、平均寿命と健康寿命の
差短縮
【65歳以上の⼈⼝世界平均約12％、平均寿命
71歳、平均寿命と健康寿命の差約10年】

○医療費の配分最適化
【医療費のGDPに占める割合約9.3%(OECD加
盟国平均)】

○⾼齢化するアジア等における介護サービス需要や、
先進国における未病・予防サービスへの対応

出所：第4回部会資料 健康寿命、平均寿命：2012年 世界保健機関(WHO) 平成22年国⺠⽣活基礎調査１、「将来の介護需要に即した介護サービス提供に関する研究
会」報告書、国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所「⽇本の世帯数の将来推計（平成25年１⽉推計）」
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「⾼齢者を⽀える」ニーズの充⾜に向けた複数の経路
現在 〜2030年

Ⅱ．⽣産性改善経路

Ⅲ．⾼度なイノベーション
実現経路

Ⅰ．⽣産性停滞経路

○⾰新的なロボット技術・イノベーション
による根本的な効率化、負荷軽減が
実現。

○先進的な機器、サービスが⾼齢化す
るアジア等の需要を獲得。

○ＩＴ・センサー・ロボットの活⽤による
質・⽣産性向上により、需要増への
対応、介護職員確保、国⺠負担抑
制を実現。

○介護の質の向上。家族負担を前提
としない在宅介護の実現。

○国⺠負担の拡⼤
○介護職員の不⾜
○介護離職の増加 等

労働集約的な
サービスモデル

・紙媒体での介護記録
・夜間の⾒守り・巡回 等

間接業務の効率化
・介護記録の電⼦化
・⾒守りセンサーの活⽤
・データによる質・⽣産性向上の
PDCA 等

直接介護の負荷軽減
・排泄⽀援機器の活⽤
・ロボットスーツの活⽤ 等

直接介護の効率化
・ロボットによる介護の代替等
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（４） 「スマートに⼿に⼊れる」に関連する産業群の広がりと雇⽤影響

医療(健康)、廃棄物処理などあらゆる産業・領域

レベル1/２：サプライ
チェーン最適化

レベル３：顧客ニーズ把握による
カスタマイズ製品の提供

レベル４：⼈⼯知能による⾼度予測

製造、通信、情報サービス、・・・

物流、流通・・・

需要予測・トレ
ンド創出による
商品化

新たに⽣まれる
機能・価値

• ⼯場勤務の労働需給、
労働条件の改善

• 物流業の労働需給の
改善

• ⼯場内労働者に求めら
れる技能・職種の転換

• 新サービス、製品創出による多産
業での労働需要増か

• ⼯場内労働者、物流業従事者、
バックオフィス担当者等に求められ
る技能・職種の転換

• 新サービス、製品創出による多産業
での労働需要増加

• リードタイム短縮のため製造現場の国
内回帰により、⼯場関連の国内労働
需要増加

• ⼯場内労働者、物流業従事者、バッ
クオフィス担当者等に求められる技
能・職種の転換

①リードタイ
ム短縮

①リードタイム
短縮

⑥新サービス・
製品の創出

①更なるリード
タイム短縮

⑧潜在ニーズ
の抽出による
トレンド創出⑥新サービス・製

品の創出の領域
拡⼤

⑤製品寿命
の延⻑

②無駄の削
減(原材料
部品在庫)

②無駄の削減
(商品在庫)

②無駄ゼロ、
在庫ゼロ

⑤製品寿命の
延⻑

④マスカスタマ
イゼーション

③⾼度な安
全性の確保

③⾼度な安
全性の確保

③スマート
保安の達成

2020年頃現在

④マスカスタマ
イゼーション

⑦製品保守・ダ
ウンタイムゼロ

市場ニーズを製品化
するマスカスタマイゼー
ションの実現

関連
する
産業

（例）

雇⽤
影響

（例）
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「スマートに⼿に⼊れる」将来像の広がりと社会への影響（光と影）

国内

海外

個⼈ 社会
○欲しいモノが必要な時に適正価格で⼿に⼊るよう

になる
○新需要の開拓、製造等拠点の国内⽴地の競争

⼒が⾼まれば、働き⼝の維持・拡⼤
【有効求⼈倍率(⽣産⼯程の職業) 1.23倍(平
成28年2⽉)】

●労働者のスキル転換の必要性、国際競争⼒が低
下すれば働き⼝の縮⼩懸念
（例：機械→IT）

○⽣産⼯程での無駄ゼロ実現（国際競争⼒の強
化、環境負荷の低減）
【産業部⾨(⼯場等)の CO2排出量約4.3億ト

ン（全体の32.8%）】
○⾼度なモノづくり拠点の国内⽴地の促進（新た

な雇⽤の創出、地域経済への経済波及）
【製造業の海外⽣産⽐率 24.3％(2014年)】

○モノのネットワーク化による、廃家電の不法投棄
等の抑制
【不法投棄された廃家電を回収した台数(推計
値) 74,600台】

○欲しいモノが必要な時に適正価格で⼿に⼊るよう
になる可能性

○世界の廃棄物量の削減
【年間21億トン】

○スマート⼯場システムの海外展開により国際貢
献と我が国企業の市場開拓を両⽴
【世界のGDP⽐率 Manufacturing 約
16%】

○アップサイクル、リサイクル、部品回収等による、
捨てられている素材価値の回収
【1.3兆ドルの市場ポテンシャル（2030年に向
けてのアクセンチュア試算）】

出所：資源・リサイクル促進センター「⼀般廃棄物・産業廃棄物の統計データ」、経済産業省/「静脈産業の現状と課題について」、農林⽔産省/⾷品ロス統計調査・世帯調査（平成26年度）、
環境省/「平成26年度廃家電の不法投棄等の状況について」、Planet Aid、第3回新産業構造部会 アクセンチュア程会⻑プレゼンテーション、厚⽣労働省/⼀般職業紹介状況（平成28年2⽉分）について、
環境省/2013年度（平成25年度）の温室効果ガス排出量（速報値）について
経済産業省/海外事業活動基本調査、McKinsey"Manufacturing the future: The next era of global growth and innovation"
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「スマートに⼿に⼊れる」ニーズの充⾜に向けた複数の経路

 製造・流通・⼩売等の関連データが統合的に利活⽤され新たな価値創出へ
 AI等の技術⾰新を活かし新たな競争優位を築く事業者が出現する可能性も

現在 〜2030年

相互連携による
サプライチェーンの効率化

⼈⼯知能とデー
タを活⽤した需
要予測・トレンド

創出による
商品化

マスカスタマイゼーション
(⼤量⽣産による即時オー
ダーメイド、⼈⼯知能による

ロボットの最適制御)

製
造
現
場
を
持
つ

製
造
現
場
を
持
た
な
い

センサーデータを⽤いた
予防保全・保険サービス

2020年頃

流通データ活⽤による
販売効率向上

(POS、EDIデータ等)

顧客ビッグデータを利活⽤した
サービス提供

消費者が⽣産⼯程に参加
(プロシューマー)

⼈⼯知能を活⽤
した予防保全・
保険サービス⼯場内の「⾒える

化」・「データ活⽤」に
よる⽣産最適化
部品・素材
提供事業者

製造事業者

ITサービス事業者
消費者

流通業
(⼩売・卸売)

モノづくりベンチャー
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